
３　限度額の積算内訳

      建築確認台帳電子化推進事業費

限度額

（単位：千円）

令和６年度 令和７年度 合計

7,733 4,576 12,309

一般財源

　１　事業の概要
　　(1) 目的　建築計画概要書閲覧交付システム開発に伴う建築計画概要書のデータ作成委託の精度向上、効率化を図る。
　      効果　建築計画概要書等のデータ作成の迅速化・効率化を図り、正確なデータの作成に資する。
　　(2) 内容　建築計画概要書等をデータ化する際の入力支援システムの利用

　２　スケジュール
　　　令和６年度～令和７年度　入力支援システムを利用しデータ作成
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県土整備局

6 年度


